
医療班自立支援プログラム 

 

早期自立助長支援プログラム 
 
（目的） 

    プログラムの適用により、要保護者の課題を迅速に整理し、課題解決へ向けて適切な

助言・指導・援助を行い、要保護者の自立助長を図ることを目的とする。 

 

（概要） 

        保護申請後から保護開始決定・地区担当員へ引き継ぐまでに実施するプログラムであ

り、保護申請後に要保護者の自立のため必要と思われる課題を抽出し、要保護者が自立

するために必要な課題を解決するため、適切な助言・指導・援助を早期に行い、要保護

者の自立に向けた意欲を向上させて今後の処遇に反映する。 

 

（対象者） 

保護申請を行った要保護者のうち、個別の支援プログラムに該当する者。 

 

（実施体制） 

    １）次に掲げる項目について、保護申請を受けた面接員等が要保護者の属性等により調

査の必要有無を判断して必要な支援プログラムを抽出し、新規申請調査を行う調査担当

が個別の自立助長支援プログラムチャートに基づいて、問題解決に向け必要な援助を保

護開始決定までの間に実施する。これにより、要保護者が抱える自立を阻害する要因を

解決するための取組みを早期に着手し、自立に向けた意欲向上及び自立助長を促し１日

でも早く自立できるよう支援する。 

        

＜早期自立助長支援プログラム個別項目＞ 

        １：稼動年齢層該当者（能力活用支援） 

            ２：自動車・軽自動車保有者（資産活用支援） 

            ３：生命保険加入者（資産活用支援） 

        ４：不動産保有対象者（資産活用支援） 

        ５：生活習慣病等改善指導（生活指導支援） 

        ６：住民登録異動（生活指導支援） 

        ７：児童相談所と連携（生活指導支援） 

        ８：転居指導対象者（保護適正実施） 

        ９：負債問題（保護適正実施） 

    １０：親族との交流再開（民法 877条優先） 

    １１：社会保険加入者（他法活用支援） 

    １２：年金受給対象者（他法活用支援） 

    １３：他法他施策全般（他法活用支援） 

 

    ２）個別支援プログラムチャートに基づき自立助長支援を行った結果をもとに処遇方針

を設立し、地区担当員へ引き継ぐ。この実施結果を今後の処遇や指導管理に反映するた

め、実施経過及びその結果をチェックリストにより管理し、地区担当員へ報告する。 
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地区担当引継 
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日
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処遇方針決定 

事 前 相 談 

面接調書、現地調査に基づき、 

自立支援用調書の記入 

適用可能プログラムの選定 

29条調査結果に基づくプログラ

ム適用の検討 

ケース診断会議 

相談記録 

面接調書 

調査の流れ 自立支援プログラム 申請者への援助 

早期自立助長支援プログラム（イメージ） 

扶養照会・２９条調査 

個別プログラム着手 

導入プログラムにおける未達成

分の実施指導 

扶養照会・２９条調査回答到着 

H19.1 医療班 

中間面談（個別プログラムの進捗状況確認） 

追加の個別プログラム着手 

進捗状況調査書の提出 処遇方針への反映 

他法施策活用の助言 

自 立（保護廃止） 

具体的支援（調査担当と関係部

署との連携） 

決 定 前 自 立 

個別プログラム実施 

各種プログラム活用等 

病状調査 

 



                 新規申請時決済 

ケース番号：        

  

世帯主名 ：         

申請日  ：  年  月  日 

 

早期自立助長支援プログラムチェックリスト 

 

               調査完了時決済    調査完了日  年  月  日 

課長 課長補佐 担当主査 調査担当 面接担当 

     

プログラム内容 該当 面接員及び担当主査：適用指示事項にマーカーを記入 

調査担当  ：完了事項にチェック欄に記入 

就労指導 

 

 □ 実行計画書作成  □ 職業安定所の利用 

□ 就労支援員面談  □ 就労先での面接 

車・原付処分 

 

 □ ケース検討会議  □ 手続き開始 

□ 処分方法決定・説明□ 処分益の確認 

生命保険 

 

 □ ２９条調査    □ 保険会社への連絡 

□ 保有の可否検討  □ 解約手続き  □返戻金申告 

不動産 

 

 □ 名寄帳取得      □ 検討会議 

□ 現地確認      □ 処分・資産活用方針・説明 

□ 登記簿謄本    □リバースモゲージの活用 

生活習慣病改善 

 

 □ 受診の有無    □ 病状調査 

□ 検診命令      

住民票異動 

 

 □ DV確認  ⇒  □警察署相談   

□ 転出証明の取得   □転入届の提出 

児童相談所 

 

 □ 訪問調査時のチェックリスト作成 

□ 児童相談所と処遇検討  □関係各課への連絡 

転居指導 

 

 □ 不動産会社問合せ □ 敷金等見積書の提出 

□ 物件の下見    □ 引越し業者見積書の提出 

多重債務等支援

プログラム 

 □ 負債状況の確認  □債務状況確認票の作成 

□ 法律相談 有（日程      ）・無 

親族との交流 

 

 □ 戸籍調査発送   □実地調査（市内の扶養義務者等） 

□ キーパーソン確保  □扶養照会及び緊急時対応を検討 

社会保険  □ 就労先・加入状況の確認  □ 雇用保険の加入確認 

□ 傷病手当金申請       □ 労災保険給付金申請 

年金  □ 年金とくべつ便の確認 □ 障害年金プログラム適用 

□ 企業年金等の調査   □ 脱退手当金の検討 

他法他施策 

 

 

 □ 高額医療    □ 軍人恩給  □ 戦没者 

□ 児童手当（受給月・金額）    □ 自立支援医療 

□ 児童扶養手当（受給月・金額）  □（     ） 

課長 課長補佐 担当主査 地区担当 調査担当 

     

 



保護申請時稼動年齢層該当者フローチャート 
 
 

 

                                             

 

 

 

 

 

 

                                                                    

 

 
 

                                                                                                                                                      主訴「傷病」 
 

                                 就労阻害要因なし                                                                                      病状調査                     命令拒否 

 

 

                                                                                   阻害要因あり？                                  
 

 

 

 

 
 

 

 
  

                                                                                   就労可・支援決定                                 就労不可・就労指導不適 
 

 

 

 

 

                                                                                                                                      
 

                                                                                                                                                                                就労可・支援不要 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                      求職活動皆無 

自立不可 

 

 

 

就職・自立生活可能 
 

 

 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動継続 

活動不十分 
 

 

 

就職・自立生活可能 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

真摯に従う 
 

 

 

 

 

 

真摯に従わない 

保護申請受理 

就労阻害要因の有無（面接時確認） 

自立計画（訪問調査・面談） 

病院受診・検診命令 

能力不活用のため、申請『却下』 

就労可否判定・能力活用の有無 

申請『却下』 

処遇方針の設定・保護『開始』決定 就労指導・自立支援Ｐ活用 

活動報告・活動状況を精査（面談） 

保護『開始』決定 

保護を要さないため『却下』・『取下げ』 

期限を設け就労指導・『口頭指導』 

活動報告・活動状況を精査（面談） 

調査担当から地区担当員へ引き継ぎ 

指導継続・処遇の変更 

法第 27条による『文書指示』 

保護を要さないため『廃止』・『取下げ』 

再指導・処遇の検討・『弁明』機会 

能力不活用・指導指示に従わないため 

『保護の変更及び停止・廃止』 

能力不活用のため、申請『却下』 

指導継続・処遇の変更 

 



保護申請時自家用車等保有該当者フローチャート 
 
 

 

                                             

 

 

 

 

 

                                                                      

 

 

 
 

保有可 

                                           保有不可                                                                                             適宜使用状況の確認                                                                         

 

                                                                                                 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                   売却 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

              

                                                        廃車                                                             譲渡 
 
 

 

 

 

  

 
 

 

                                                                    処分費用無し                      処分費用有り 

                                                                                                                                     

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

保護開始決定前 

保護開始後 
 

                                                                                                                                                                                                        

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護申請受理 

保有可否の検討 

処分指導 

通勤・事業用・通院用として認める 

資産活用（収入充当・63条返還） 

処遇方針の設定・保護『開始』決定 

売却手続き 処分方法の相談・検討・指示 

廃車手続き・名義変更・譲渡 

じょうと 

廃車手続き 

譲渡先と重量税・自賠責の返還交渉 

＜一時末梢＞ 

自動車税の還付請求・還付 

一時末梢手続き（自らで行う） 

スクラップ（解体業者に持っていく） 

＜永久末梢＞・＜返納届け（軽）＞で廃車 

資産活用（収入充当・63条返還） 

永久末梢・返納届け手続き（自らで行う） 

。・ 

廃車手続き完了 

。・ 

自動車税・重量税の還付請求・還付 

。・ 

資産活用（収入充当・63条返還） 

。・ 

資産活用（収入充当・63条返還） 

一時的な処分完了・処遇方針の変更 

後日、スクラップ（解体業者にて） 

重量税の還付請求・還付 

※処分指導に真摯に従わない・運転していることが判明 

。・ 

資産不活用で申請『却下』 

。・ 

文書指示の手引きを参考に『文書指示』し『停・廃止』も 

。・ 

資産活用（収入充当・63条返還） 

 



＜車の処分マニュアル＞ 

 

        生活保護では、自動車の所有及び借用を問わず原則として認められない。最低生活を

保障する生活保護制度の運用として国民一般の生活水準、生活感情を考慮すれば、勤労

の努力を怠り、遊興のため度々自動車を使用するという生活態度を容認することもまた

なお不適当とされることによるものである。（別冊問答集問 138より） 

 

    

◎廃車する前にやること 

    廃車しようとしている車にも値段がつく場合があります。 

    査定を無料でおこなうことも可能。→『ネット査定』。自動車リサイクル料金の支払い

が義務づけられているため、廃車の負担は大きい。一度試してみる価値はあり。 

・ 走行距離が 10万キロを超えている。 

・ 10年以上乗っている。 

・ 傷だらけ。 

・ 事故車 

これらの場合でも値がつく場合もあり。 

 

 

【廃車方法】 

        車の解体処分は業者にしかできませんが、費用はかかります。また、末梢登録を行わ

ないと、毎年自動車税の納付義務が課せられる。廃車方法は大きく分けて次の 2つ。 

・ 「永久末梢手続き」を行う。（軽自動車では「返納届け」という。） 

・ 「一時末梢手続き」をした後に、「解体届手続き」を行う。 

 

【永久末梢手続きとは】 

        永久末梢とは、解体業者でスクラップして、2度と使用できないように車を処分する

末梢（道路運送車両法第 15条）のこと。 

        大まかな手順としては、解体業者で車両を 2度と利用できないようスクラップにして

処分し、適正な処分が完了した時点で手続きを行う。永久末梢手続きは無料。 

 

【一時末梢とは】 

        一時末梢とは、長期の海外出張などに使用を一時的に停止する末梢（道路運送車両法

第 16条）のこと。再登録を行えば、再び車の使用ができるようになる。 

        陸運局および軽自動車検査協会での手続きが必要となります。手続きをおこなうと

「一時末梢登録証明書」がもらえる。この時点で自動車税の還付を受けることが可能とな

る。一時末梢手続きは 350円の手数料を要す。 

        一時末梢している車を再び使用する予定がなくなった場合、速やかにスクラップし

「解体届け」という手続きをする。 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



◎普通・小型自動車の手続き先 

【関東運輸局神奈川運輸支局    湘南自動車検査登録事務所】 

住所 〒254-0082 神奈川県平塚市東豊田字道下 369 番 10 

電話 登録部門 050-5540-2038 FAX 0463-54-9040 

利用交

通機関 

JR 平塚駅北口から、神奈川中央交通バス 大島経由田村車庫行（平 65系統）・

小田急伊勢原駅南口から（平 97系統）、湘南車検場下車。徒歩 2分 

管轄区

域 

平塚市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、伊勢原市、南足柄市、高座

郡、中郡、足柄上郡、足柄下郡 

 

◎軽自動車の手続き先 

【軽自動車検査協会    神奈川事務所湘南支所】 

住所 〒254-0082 神奈川県平塚市東豊田字道下 369 番 13 

電話 0463-54-8825 FAX 0463-54-8826 テレホン案内 0463-51-5855 

利用交

通機関 

JR 平塚駅北口から、神奈川中央交通バス 大島経由田村車庫行（平 65系統）・

小田急伊勢原駅南口から（平 97系統）、湘南車検場下車。徒歩 3分 

管轄区

域 

平塚市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、伊勢原市、南足柄市、高座

郡、中郡、足柄上郡、足柄下郡 

 

 

 

【普通・小型自動車および軽自動車の永久末梢（返納届け）手続きの手順】 

 

＜ステップ 1＞ 

   ・ ナンバープレートを取り外す。 

 

＜ステップ 2＞ 

    ・引き取り業者（解体業者や整備工場等）に解体を依頼する。 

    ・自動車リサイクル料が未払いの場合はこれを支払い、『A券以外』を受け取る。 

    ・自動車の解体が済むと『解体報告記録日』を連絡してくれる。これを記録。 

    （自動車を渡した後の処理としては「引き取り業者→フロン回収業者→解体業者→粉砕

業者」という手順で進み、最期には「自動車リサイクルセンター」へ粉砕業者から連

絡行き、「自動車リサイクルセンター」から「引き取り業者」に「解体報告記録日」

の通知が行く。正確に言うと、引き取り業者が自動車リサイクルセンターのデータベ

ースで確認できるようになる。） 

 

＜ステップ 3＞ 

    ・必要書類の準備し、記入する。 

    ・必要書類は普通・小型自動車車検協会もしくは軽自動車検査協会で買ってもよいが、

ディーラーや販売店、整備工場などから分けてもらうのがよい。 

    ・車検が残っている場合（残存期間 1ヶ月以上）は、重量税が還付される。 

 

＜ステップ 4＞ 

    ・書類の準備ができたら普通・小型自動車検査協会もしくは軽自動車検査協会へ行く。 

    ・ナンバープレートを忘れずに持って行く。 

 



 

＜ステップ 5＞ 

    ・ナンバープレートを返納する。返納場所は案内所等で教えてもらう。 

    ・返納が完了した確認（確認印や完了シール等）をしてもらい、申請の際に提出する。 

 

＜ステップ 6＞ 

    ・必要書類を窓口に提出する。窓口の場所は案内所等で教えてもらう。 

 

＜ステップ 7＞ 

    ・陸運局内にある自動車税事務所で、自動車税の還付手続きをする。 

    ・軽自動車は軽自動車協会内にある自動車税事務所で、軽自動車税の還付手続きをする。 

・申請用紙は窓口に行けばもらえる。書き方のサンプルも置いてある。 

 

 

 

【普通・小型自動車および軽自動車の一時末梢手続き→解体届けの手続き手順】 

 

※一時末梢手続きは費用がかからず行うことができる。スクラップする前に普通・小型自

動車税、軽自動車税の還付が受けることができる。 

 

＜ステップ 1＞ 

   ・ ナンバープレートを取り外す。 

 

＜ステップ 2＞ 

    ・一時末梢登録用の必要書類の準備し、記入する。 

    ・必要書類は普通・小型自動車車検協会もしくは軽自動車検査協会で買ってもよいが、

ディーラーや販売店、整備工場などから分けてもらうのがよい。 

 

＜ステップ 3＞ 

    ・書類の準備ができたら普通・小型自動車検査協会もしくは軽自動車検査協会へ行く。 

    ・ナンバープレートを忘れずに持って行く。 

 

＜ステップ 4＞ 

    ・ナンバープレートを返納する。返納場所は案内所等で教えてもらう。 

    ・返納が完了した確認（確認印や完了シール等）をしてもらい、申請の際に提出する。 

 

＜ステップ 5＞ 

    ・必要書類を窓口に提出する。窓口の場所は案内所等で教えてもらう。 

 

＜ステップ 6＞ 

    ・陸運局内にある自動車税事務所で、自動車税の還付手続きをする。 

    ・軽自動車は軽自動車協会内にある自動車税事務所で、軽自動車税の還付手続きをする。 

・申請用紙は窓口に行けばもらえる。書き方のサンプルも置いてある。 

 

＜ステップ 7＞ 

    ・一時的な末梢登録完了。 

・後日、再登録も可能。 

 

＜ステップ 8＞ 

 



    ・引き取り業者（解体業者や整備工場等）に解体を依頼する。 

    ・自動車リサイクル料が未払いの場合はこれを支払い、『A券以外』を受け取る。 

    ・自動車の解体が済むと『解体報告記録日』を連絡してくれる。これを記録。 

    （自動車を渡した後の処理としては「引き取り業者→フロン回収業者→解体業者→粉砕

業者」という手順で進み、最期には「自動車リサイクルセンター」へ粉砕業者から連

絡行き、「自動車リサイクルセンター」から「引き取り業者」に「解体報告記録日」

の通知が行く。正確に言うと、引き取り業者が自動車リサイクルセンターのデータベ

ースで確認できるようになる。） 

 

＜ステップ 9＞ 

・解体届け手続きに必要な書類を揃える。 

    ・必要書類は普通・小型自動車車検協会もしくは軽自動車検査協会で買ってもよいが、

ディーラーや販売店、整備工場などから分けてもらうのがよい。 

 

＜ステップ 10＞ 

    ・準備ができたら、再度、普通・小型自動車車検協会もしくは軽自動車検査協会に行く。 

 

＜ステップ 11＞ 

    ・必要書類を窓口に提出する。窓口の場所は案内所等で教えてもらう。 

 

 

 

【自動車税・重量税の還付について】 

    廃車を行うと、自動車税と重量税の還付を受けることができる。どちらも早く手続きを

行えば、その分、還付される金額も多くなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



預金・生命保険 

  

保護申請 

                   生命保険証書あり 

 預金通帳のコピー・保険証書の確認           生命保険等検討プログラムへ 

 

              リストにない銀行・支店の場合 

２９条調査リストから調査          ①本店への調査により支店を確認 

                      ②HPで支店情報画面を印刷し、リストに添付 

 

    預金回答受理              調査終了 

                資産なし 

資産あり 

 

  

・普通預金         ・出資金            生命保険等 

・定期預金                      

                                生命保険等検討プログラムへ 

                      以上 

      資産額が最低生活費の１ヶ月分       申請却下 

         以下                  

             ２９条調査回答が 

 

保護の開始前             保護開始後         

            

  

手持金として認定           手持金認定の再検討 

  

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


